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第１章 大船渡市の概要 

 

第１ 地形 

  大船渡市は、岩手県の南東部、景観に優れた三陸復興国立公園の南部に位置しています。 

  奥行きの深い大船渡湾をはじめ、門之浜湾、綾里湾、越喜来湾及び吉浜湾を有し、大船渡湾

を囲む平地とその背後の北上山系に連なる五葉山、氷上山、今出山などの丘陵地、山岳地によ

って形成されています。 

  三陸復興国立公園碁石海岸、五葉山県立自然公園に代表される「海」と「緑」の自然に囲ま

れたまちで、三陸沿岸地域の拠点都市として、さらなる発展が期待されています。 

 

第２ 位置・面積 

 表１ 位置及び面積 

 

 

 

（注） 位置は、市本庁舎の位置。 

 

第３ 気候 

  気候は、温暖湿潤気候で年平均気温が 12℃前後と温暖であり、夏は海風によって涼しく、冬

の積雪は少ない状況にあります。 

 表 2 気象状況 

 

資料：大船渡特別地域気象観測所 

（注） 平成 23 年は、資料不足値としての公表データ 

降水量 平均風速 平均湿度 日照時間

(mm) 平均 最高極値 最低極値 (m/s) (％) (ｈ)

平成20年 1,408.5 11.4 30.2 -8.3 2.4 72 1,694.2

平成21年 1,559.5 11.7 32.8 -5.5 2.4 69 1,664.1

平成22年 1,820.0 11.9 35.0 -7.3 2.3 71 1,593.4

平成23年※ 1,148.0 12.4 35.4 -8.0 2.4 69 1,721.4

平成24年 1,512.0 11.3 34.6 -11.0 2.5 69 1,748.0

平成25年 1,284.5 11.3 33.8 -8.6 2.7 71 1,685.4

平成26年 1,718.5 11.6 35.9 -6.6 2.8 71 1,909.2

平成27年 1,674.5 12.5 37.0 -5.5 2.9 71 1,922.7

平成28年 1,608.5 12.3 34.5 -4.9 2.8 72 1,859.9

平成29年 1,425.0 11.6 33.4 -8.2 2.7 73 1,766.0

平成30年 1,518.5 12.4 35.0 -8.3 2.7 72 1,800.9

令和元年 1,722.0 12.3 35.6 -6.8 2.8 72 1,916.4

令和２年 1,554.0 12.5 34.9 -6.1 2.6 74 1,619.6

令和３年 1,705.5 12.5 33.7 -9.2 2.8 74 1,838.2

年次
気温

面積

東経 141° 42′ 30″

北緯 39° 04′ 56″
322.51k㎡

位置
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第４ 人口と世帯数の推移 

  本市の人口は、昭和 55 年をピークに徐々に減少しています。 

 表 3 人口の推移                              （各年 10月１日） 

 

資料：総務省統計局「国勢調査 人口等基本集計」 

 

第５ 産業の動向 

  本市における産業は、卸売・小売業が事業所数、従業員数ともに最も多くなっていますが、

そのほかには建設業や製造業が中心となっています。 

 表４ 産業別事業所及び従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「平成 26 年経済センサス－基礎調査」 

総務省統計局・経済産業省「平成 24 年経済センサス―活動調査」、「平成 28 年経済センサス―活動調 

査」 

 

 

世帯数 １世帯当り 人口密度

(世帯) 総数 男 女 人口(人) (人/k㎡)

昭和40年 10,493 48,626 23,392 25,234 4.63 150.5 第10回国勢調査 

昭和50年 12,960 49,675 24,045 25,630 3.83 153.7 第12回国勢調査

昭和60年 14,070 49,041 23,940 25,101 3.48 151.7 第14回国勢調査

平成 7年 14,701 46,277 22,417 23,860 3.15 143.2 第16回国勢調査

平成12年 15,017 45,160 21,611 23,549 3.01 139.7 第17回国勢調査

平成17年 15,138 43,331 20,592 22,739 2.86 134.0 第18回国勢調査

平成22年 14,819 40,737 19,412 21,325 2.75 126.0 第19回国勢調査

平成27年 14,807 38,058 18,581 19,477 2.57 118.0 第20回国勢調査

令和２年 14,124 34,728 16,679 18,049 2.46 107.7 第21回国勢調査

令和３年 14,836 33,949 16,359 17,590 2.29 105.3 岩手県毎月人口推計

年次
人口（人）

摘要

従業員数 従業員数 従業員数
(人) （人） （人）

総数 2,042 13,374 2,254 15,813 2,471 16,744
（事業所数は事業内容等不詳を含む）

農業・林業 17 100 9 54 11 94
漁業 7 124 8 198 8 197
（農業、林業、漁業間格付不能） 1 10 - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 96 5 47 4 120
建設業 209 2,095 249 2,319 280 2,262
製造業 143 1,890 177 2,900 182 3,100
電気・ガス・熱供給・水道業 2 55 3 57 3 52
情報通信業 10 62 18 127 21 127
運輸業、郵便業 51 715 59 857 69 861
卸売・小売業 543 3,320 603 3,515 646 3,657
金融・保険業 40 286 41 294 35 327
不動産業、物品賃貸業 122 268 136 379 276 523
学術研究、専門・技術サービス業 51 208 61 245 78 260
宿泊業、飲食サービス業 183 939 213 1,059 213 1,063
生活関連サービス業、娯楽業 208 615 232 701 226 699
教育、学習支援業 45 171 52 136 64 151
医療、福祉 116 1,356 140 1,695 155 1,868
複合サービス事業 25 318 28 328 25 433
サービス業（他に分類されないもの） 151 746 163 902 175 950

平成26年

事業所数
事業所で行っている産業

（大分類）

平成24年

事業所数

平成28年

事業所数
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第６ 土地の利用状況 

  本市は約 70％が山林、原野で占められ、平坦地が少ないことから丘陵地等の利用が図られて

います。 

 表５ 土地の利用状況                   （令和４年３月 31 日現在 単位：k ㎡） 

 

資料：市税務課（令和４年度概要調書） 

 

 表６ 土地の利用規制の状況                       （令和４年３月 31 日現在） 

 

資料：市土地利用課、市農林課、市観光交流推進室 

（注）端数処理の関係から、表の中の計算が合わない場合があります。 

 

総数 田 畑 宅地 山林 原野 雑種地 その他

322.51  2.99    6.08    10.60   220.12  2.28    9.25    71.19   

面積
(ha)

構成比
(%)

面積
(ha)

構成比
(%)

32,330 第1種 26 1.6

第1種低層住居専用地域 151 16.4 第2種 232 14.0

第1種中高層住居専用地域 58 6.3 第3種 1,401 84.4

第2種中高層住居専用地域 43 4.7 小　計 1,659 100.0

第1種住居地域 254 27.7 第1種 40 1.1

第2種住居地域 18 2.0 第2種 205 5.5

近隣商業地域 58 6.3 第3種 3,507 93.4

商業地域 53 5.8 小　計 3,751 100.0

準工業地域 110 12.0 5,410 16.7

工業地域 67 7.3

工業専用地域 106 11.5

小　計 918 100.0

6,941 21.5

田 350 12.4

畑 1,122 39.9

樹園地 35 1.2

農業用施設用地 4 0.1

森林原野 1,301 46.3

小　計 2,812 100.0

5,569 17.2

区　　　　分

自
然
公
園
地
域

国
立
公
園

区　　　　分

総　　　面　　　積

都
市
計
画
区
域

用
途
地
域

農
業
振
興
地
域

計

農
　
用
　
地

県
立
公
園

計

計
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 表７ 国・県道等の状況 

  

資料：南三陸沿岸国道事務所（令和４年３月 31 日） 

沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター（令和４年３月 31 日） 

（注）・舗装済には軽防塵舗装を含む。 

・国道 45 号には三陸縦貫自動車道分を含む（気仙管内 38,307m、市内分 26,951m）。 

 

 表８ 市道の状況 

 

資料：市建設課 

気仙管内

延長(m)

市内分

延長(m)

市内舗装

延長(m)

市内分

舗装率(%)

45号 83,677.0   60,938.0   60,938.0   100.0  

107号 31,518.1   10,274.2   10,274.2   100.0  

小計 115,195.1  71,212.2   71,212.2   100.0  

大船渡綾里三陸線 28,813.5   28,813.5   28,813.5   100.0  

大船渡広田陸前高田線 28,417.2   5,580.7    5,580.7    100.0  

小計 57,230.7   34,394.2   34,394.2   100.0  

上有住日頃市線 10,665.5   6,361.2    6,361.2    100.0  

唐丹日頃市線 12,497.1   12,497.1   12,497.1   100.0  

丸森権現堂線 7,098.2    7,098.2    7,098.2    100.0  

碁石海岸線 4,757.3    4,757.3    4,757.3    100.0  

崎浜港線 5,420.6    5,420.6    5,420.6    100.0  

吉浜上荒川線 10,034.9   10,034.9   10,034.9   100.0  

小計 50,473.6   46,169.3   46,169.3   100.0  

222,899.4  151,775.7  151,775.7  100.0  合　　　計

路線名

国　道

一般県道

主　要

地方道

延長(m) 割合(%) 延長(m) 割合(%)

平成

27 1,437 607,273 198,486 32.7% 408,787 67.3%

28 1,437 606,136 197,070 32.5% 409,066 67.5%

29 1,439 608,524 197,009 32.4% 411,515 67.6%

30 1,447 611,424 196,722 32.2% 414,702 67.8%

令和

元 1,478 613,068 196,310 32.0% 416,758 68.0%

２ 1,483 613,429 195,956 31.9% 417,473 68.1%

３ 1,484 613,686 195,956 31.9% 417,730 68.1%

年度

総計 路面別内容

路線数 延長(m)
未舗装 舗装済
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第７ その他の統計 

 １ ごみ収集状況 

当市のごみ収集は、当市と住田町で構成する大船渡地区環境衛生組合が行っています。 

収集したごみは、中継施設の大船渡地区クリーンセンター(大船渡市猪川町字藤沢口)へ集

め、処理施設の岩手沿岸南部クリーンセンター(釜石市大字平田)へ運搬し処理しています。 

可燃ごみ収集量は、平成 23 年度からほぼ横ばいで推移していましたが、平成 28 年度以降

減少傾向となっています。 

また、不燃ごみ収集量については、平成 23 年度をピークにその後は減少傾向となっていま

す。 

収集ごみ以外の、大船渡地区クリーンセンターに直接持ち込まれるごみについては、震災

前に比べて減少傾向にあります。 

 表９ ごみ収集状況                           （単位：ｔ） 

 

資料：大船渡地区環境衛生組合 

（注）( )内は資源古紙の収集量 

 ２ し尿処理状況 

し尿は、当市、陸前高田市と住田町で構成する気仙広域連合が所管する気仙広域連合衛生

センターで処理しています。し尿は業者委託により、また浄化槽汚泥は許可業者が収集し衛

生センターに搬入しています。 

し尿の収集量は、公共下水道の普及等により、減少傾向となっています。浄化槽汚泥は、

平成24年度以降増加傾向となっていましたが、平成30年度をピークに減少に転じています。 

 表 10 し尿処理状況                       （単位 件数：件 収集量：kL） 

 

資料：気仙広域連合衛生課 

可燃ごみ 不燃ごみ 合計 可燃ごみ 不燃ごみ 合計

7,665 723 8,388 7,586 688 8,274

(172) (163)

6,686 605 7,291 6,616 576 7,192

(109) (104)

979 118 1,097 970 112 1,082

(63) (59)
住田町

市町別
令和２年度 令和３年度

合　計

大船渡市

件数 収集量 件数 収集量 件数 収集量 件数 収集量

合　計 49,641 25,623,550 4,943 20,412,000 47,013 24,126,350 4,984 19,949,400

大船渡市 33,170 17,439,450 2,654 10,771,200 31,677 16,428,700 2,588 10,533,600

陸前高田市 12,330 6,070,150 1,965 8,344,800 11,307 5,633,250 2,080 8,298,900

住田町 4,141 2,113,950 324 1,296,000 4,029 2,064,400 316 1,116,900

市町別

令和２年度 令和３年度

し尿 浄化槽汚泥 し尿 浄化槽汚泥
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 ３ 自動車保有状況 

自動車の保有台数は、東日本大震災後に減少しましたが、平成 26 年３月 31 日時点で震災

前の保有台数を超え、その後横ばいで推移しています。乗用軽自動車が占める割合が増加し

ており、乗用車の小型化が進行していると言えます。 

 表 11 自動車保有台数                    （令和４年３月 31 日現在 単位：台） 

 

資料：東北運輸局岩手運輸支局、市税務課 

 

 ４ 浄化槽設置状況 

浄化槽については、以前はし尿のみを処理する単独処理浄化槽、生活排水も併せて処理す

る合併処理浄化槽が設置されてきましたが、平成 13 年の浄化槽法改正により、単独処理浄化

槽の新設はできなくなっています。 

なお、住宅及び店舗併用住宅に浄化槽を設置する方に対しては、補助金を交付し、浄化槽

のより一層の普及推進を図っています。 

 表 12 浄化槽設置状況                             （単位：基） 

 

 

 

資料：沿岸広域振興局保健福祉環境部大船渡保健福祉環境センター 

乗合 貨物 軽自動車 軽自動車 軽自動車 軽自動車 小型 原付 二輪

自動車 自動車 (乗用) (貨物) (二輪) (三輪) 特殊車 自転車 小型

33,748 135 2,983 13,207 1,128 8,997 4,454 385 0 830 1,207 422

総計 乗用車 特殊車

接　触 回転 接　触 散　水

ばっき型 板型 ばっき型 ろ床型

37 70 70 177 0 2 0 3,629 1 3,632 3,809

29 60 68 157 0 2 0 3,609 1 3,612 3,769

合併処理

計
腐敗型 ばっき型 小計 腐敗型 ばっき型 小計

構造

年度

令和２年度

令和３年度

単独処理

21人 51人 101人 201人 301人 501人 1,001人

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

50人 100人 200人 300人 500人 1,000人 3,000人

3,503 207 49 34 15 0 1 0 3,809

3,477 196 46 34 15 0 1 0 3,769

令和２年度

令和３年度

～20人 計

規模

年度
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 ５ 都市公園 

都市公園は、市民の憩いの場やレクリエーションの場として、市街地における良好な生活

環境を提供するとともに、緑地広場や植樹帯等を保有し、環境保全機能や緑の景観形成にも

資する施設として、昭和 54 年 3 月に策定した大船渡市「緑のマスタープラン」や平成 14 年

３月に策定した大船渡市「緑の基本計画」の推進を図るための重要な施設として位置付けら

れています。 

 表 13 都市公園設置状況                      （令和４年３月 31 日現在） 

 
資料：市土地利用課 

面積(ha) 開設年月日 面積(ha) 開設年月日

26.3984 20．長崎公園 0.3800 S47.3.31

計 7.2898 21．佐野公園 0.2600 S50.3.31

１．吉野森公園 0.1923 S47.4.1 22．大田公園 0.1839 S50.10.30

２．佐倉里公園 0.1525 S47.4.1 23．上手公園 0.1293 S50.11.30

３．舘下公園 0.1613 S48.4.1 24．轆轤石公園 0.0705 S63.4.1

４．御山下公園 0.1649 S49.3.31 25．石橋前公園 0.2500 S63.9.1

５．地ノ森公園 0.1645 S44.10.7 26．東町公園 0.3000 H3.3.25

６．明神前公園 0.2327 S31.10.15 27．みどり町公園 0.3630 H5.3.23

７．笹崎公園 0.1290 S35.4.1 28．諏訪前公園 0.3400 H10.4.1

８．南笹崎公園 0.2443 S44.10.6 29．中井沢公園 0.1000 H10.4.1

９．永沢公園 0.1409 S45.12.26 30. 茶屋前公園 0.1707 H31.4.1

10．上平公園 0.3058 S53.4.1 計 5.1203

11．下平公園 0.2836 S44.11.1 １．天神山公園 2.6846 S39.3.25

12．宮ノ前公園 0.1761 S45.11.6 ２．赤沢公園 0.4164 S45.10.21

13．富沢公園 0.1650 S42.3.30 ３．下船渡公園 1.0709 S55.3.31

14．台公園 0.1663 S42.3.30 ４．夢海公園 0.9484 H31.4.27

15．加茂公園 0.5877 S31.10.15 計 13.9883

16．下権現堂公園 0.2125 S53.12.25 １．盛川河川敷公園 12.9008 S58.4.1

17．前田公園 0.2302 S49.3.11 ２．石橋前緑地広場 0.0193 S63.12.1

18．猪川公園 0.1998 S53.4.1 ３．鬼越ふれあい公園 1.0682 H8.3.29

19．赤崎公園 0.8330 S43.12.25

区　分 区　分

合　計

街
区
公
園

近
隣
公
園

都
市
緑
地

街
区
公
園
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第２章 大船渡市における環境公害防止体制 

 

第１ 環境公害行政の経緯 

 １ 昭和 30 年代の急激な産業経済の発展に伴い、公害問題が複雑化したことにより、国は昭和

42 年に公害対策基本法、昭和 47 年に自然環境保全法を制定しました。 

本市においては、公害問題が表面化したのは昭和 30 年代後半～昭和 40 年代にかけてであ

り、工場からの粉じんによる家屋・農作物の被害や水産加工場からの排水による水産資源の

被害などが発生しました。 

市ではこうした事態を踏まえ、公害対策審議会の設置（昭和 46 年）、公害防止協定（現：

環境の保全に関する協定）の締結促進（昭和 46 年～）、公害防止施設の整備促進に係る利子

補給制度の着手（昭和 47 年～平成 16 年）などにより、公害対策に取り組んできました。さ

らに、合併浄化槽設置整備事業補助金交付制度（平成元年度～、現：浄化槽設置整備事業補

助金交付制度）、生活雑排水対策実践活動モデル事業の実施（昭和 61 年度～昭和 63 年度、

平成元年度～平成 12 年度：快適なまちづくり実践活動推進事業、平成 13 年度～現：エコラ

イフ推進事業）、公共下水道事業の着手（平成３年）などにより、公共用水域の汚濁防止及

びごみの減量化・適正処理の推進を図るとともに、県が策定（平成２年度）した「大船渡湾

水質管理計画」に基づき、湾浄化を推進してきました。 

その後、環境問題は、社会経済活動の拡大に加え、生活雑排水による水質汚濁やごみの増

大などの影響により、多種多様な問題が生じてきたことから、国では、環境基本法を制定（平

成５年 11 月）し、それに伴い本市においても、大船渡市公害防止対策審議会条例を廃止し、

平成６年 11 月に大船渡市環境審議会条例を制定するなど、複雑化する環境問題に対応してき

ました。 

 

 ２ 平成２年に策定された「大船渡湾水質管理計画」は、湾をめぐる環境が大きく変化したこ

とから見直しされることになり、市と県は平成 12 年 11 月、新たに「大船渡湾水環境保全計

画」を策定しました。この計画は、市民及び行政が連携、協力し、良好な大船渡湾の水環境

を将来の世代に継承することを基本目標としており、平成 13 年度から平成 25 年度までを計

画期間として推進してきました。平成 26 年３月には計画を改定し、計画期間を平成 26 年度

から平成 35 年度までの 10 か年としました。 

また、「大船渡湾水環境保全計画」の目標達成のための具体的な行動に結びつける仕組み

等を構築するため、平成 16 年７月に「大船渡湾水環境保全計画アクションプラン（実行計画）」

を策定しました。このアクションプランは、向こう５か年を期間とし、①保全計画の重点施

策、②仮説の検証、③市民・事業者が一体となった取り組み、の３つの柱で成り立っていま

した。その後、平成 26 年３月の改定に合わせて、実施計画として位置づけ、取り組み状況に

ついて毎年度検証しながら進めることとしています。 
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３ 平成３年度から着手している公共下水道事業は順調に進捗し、令和７年度までの計画とし

て 912.6 ㏊まで事業認可区域が拡張されています。 

 

 ４ 周りをすべて海に囲まれ、魚介類の消費の多い我が国にとって、海洋汚染は極めて深刻な

問題です。 

近年、内湾など閉鎖性水域における水質汚濁の改善が進まず、全国的にも問題となってい

ますが、平成５年の水質汚濁防止法の一部改正に基づき、海域の窒素、リンに係る環境基準

の類型指定が行われることになり、大船渡湾についても平成８年４月に海域Ⅱ類型の指定を

受けました。 

これにより、大船渡湾については、現在ＣＯＤをはじめとする生活環境項目の全項目につ

いて環境基準があてはめられています。 

 

 ５ 平成８年度には、国と県が計画する大船渡港港湾計画と平行して、マリンリフター（空気

揚水筒）で水質浄化を図る海域環境創造事業が始まり、10 基が設置されました。（平成 23

年３月 11 日の東日本大震災の津波により流失） 

また、平成９年９月には、大船渡港港湾計画が、漁業関係者の同意を得て本格的に事業着

手されました。 

 

 ６ 盛川流域の洪水調節と正常な流水機能の維持、水道水の確保等を目的として、昭和 53 年の

予備調査以来整備事業が進められ、平成 10 年度より本体工事に着手していた鷹生ダム（規

模：堤高 77ｍ、堤頂長 309ｍ、堤体積 30 万 9 千㎥）は、平成 18 年 10 月に竣工しました。 

また、ダム周辺に温泉が湧出し、施設建設計画が進められていた五葉温泉も、温泉排水が

鷹生川に与える影響を調査した後、漁業関係者や地域住民と環境の保全に関する協定を締結

し、平成 12 年 4 月に営業を開始しました。 

 

 ７ ダイオキシン類の主な発生源はごみ焼却によるものでしたが、昭和 58 年 11 月に都市ごみ

焼却炉の灰からダイオキシン類を検出したと新聞紙上で報じられたことが契機となって、ダ

イオキシン問題に大きな関心が向けられるようになりました。 

廃棄物処理におけるダイオキシン問題については、早期から検討が行われており、平成９

年１月に厚生省が取りまとめた「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン」

（新ガイドライン）に沿って対策がとられています。 

県は、ごみ処理に伴うダイオキシン類の発生の抑制や最終処分場の確保等適正なごみ処理

を推進するため、県内を６ブロックに分けて推進する「岩手県ごみ処理広域化計画」を平成

11 年３月に策定しました。 

本市の属する沿岸南部ブロックでは、平成 18 年度に陸前高田市、住田町、釜石市、大槌町

とともに「岩手沿岸南部広域環境組合」が設立され、平成 23 年４月から、岩手沿岸南部クリ

ーンセンターの竣工により、広域ごみ処理が開始されました。 
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本市と住田町で構成する大船渡地区環境衛生組合の大船渡地区クリーンセンターは、ダイ

オキシン類対策と施設の老朽化により、平成 12 年 3 月にごみ焼却施設は廃止され、処理先へ

運搬するための積込中継施設として稼動しています。処理先は、平成 12 年 4 月から平成 23

年３月までは釜石市清掃工場、平成 23 年４月からは、岩手沿岸南部クリーンセンターとなっ

ています。 

 

 ８ 地球温暖化をはじめとする地球環境問題の解決のためには、一人ひとりの取り組みが重要

であることから、環境にやさしいくらし（エコライフ）を地域全体で実践する県のモデル事

業が、平成 12 年 11 月に立根町の上手地域で実施されました。 

これは、各家庭で電気、ガス、水道等の消費を控える行動を 40 日間実施した後、二酸化炭

素削減量を分析、公表するもので、各家庭での実践を通じてエコライフの定着を図ることを

目的としており、平成 13 年度からは本市において「エコライフ推進事業」として、従来実施

してきた快適なまちづくり実践活動推進事業を発展させた形で、市内各地域で実施してきま

した。 

平成 28 年度から平成 30 年度は希望する市内の小学校５・６年生を対象に実施し、令和元

年度からは県の「地球温暖化を防ごう隊」事業に協力する形で実施しています。 

 

９ 地球温暖化対策について、平成 13 年２月に「第１次大船渡市地球温暖化対策推進実行計画」

を策定し、エネルギー使用量の削減について目標を掲げました。その後、第２次計画等を経

て、平成 25 年１月に策定した「第２次大船渡市環境基本計画」中に、地球温暖化対策実行計

画を位置付け、低炭素社会の形成を目指し、地球温暖化に関する啓発、省資源・省エネルギ

ーに関する意識啓発等の取組を行うこととしました。 

  また、第２次大船渡市環境基本計画の計画期間中に、パリ協定の発効や国の地球温暖化対

策計画の策定、市の復興事業の進行など、環境を取り巻く状況の変化から、平成 30 年２月に

「第３次大船渡市地球温暖化対策推進実行計画」を策定し、2030 年度における市の事務事業

に伴う二酸化炭素排出量を、2013 年度比 40％削減することを目標としました。 

その後、国では、令和３年 10 月に閣議決定された地球温暖化対策計画において、令和 12

年度の温室効果ガス削減目標を平成 25 年度比 46％削減とし、岩手県では令和３年３月に第

２次岩手県地球温暖化対策実行計画を策定し、令和 12 年度の温室効果ガス排出量の平成 25

年度比 41％削減、令和 32 年度の温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指すとしました。 

こうした情勢の変化や、温暖化の影響の深刻さを踏まえ、本市においてもこれまで以上に

市民、事業者、市が一体となって地球温暖化対策に取り組んでいく必要があることから、令

和４年３月に「大船渡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定し、令和 12 年度の

温室効果ガス排出量の平成 25 年度比 46％削減と、令和 32 年度の温室効果ガス排出量の実質

ゼロを目指すとしました。 
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 10 市民の環境に対する意識が高まりつつある中、環境保全に向けた行政の協働が求められて

います。そのため、本市においても、平成 13 年度から施行している「環境基本条例」や平成

14 年度に策定した「環境基本計画」で、方針や目的、目標、体制などを明確にし、環境施策

を推進しました。 

   平成 25 年１月には、平成 25 年度から令和４年度までを計画期間とする「第２次環境基本

計画」を策定し、望ましい環境像「自然と調和し よりよい環境を 未来につなぐまち 大

船渡」を目指して推進しています。 

 

 11 限りある資源を有効に活用するため、廃棄物の再利用・再資源化を推進する「循環型社会」

実現への取組みが、重要となってきています。そのため、市内にモデル地区を指定し、当該

地区の家庭から排出される燃えるごみの中のプラスチック類などを分別・収集し、これらを

再資源化する試験的な取組みを、「一般廃棄物試験分別収集事業」として、平成 21 年 10 月

から赤崎町の一部地域（中井一区、中井二区、沢田、佐野、宿、後ノ入、大洞、生形、山口、

大立、永浜）で実施しました。 

平成 23 年３月 11 日の東日本大震災の津波で、再資源化する工場である太平洋セメント株

式会社大船渡工場が被災したため中断しましたが、施設の復旧等、実施できる状況が整った

ことから、平成 23 年 11 月に再開しています。 

現在は、盛町、赤崎町、猪川町、立根町、日頃市町全域で実施しており、市内の約半数の

世帯が対象となっています。 

 

 12 平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災により、市内には大量の災害廃棄物が発生す

るとともに、大船渡湾口防波堤の倒壊、湾内に設置していたマリンリフターの流失、公共下

水道処理施設(浄化センター)、漁業集落排水処理施設やし尿処理施設の浸水など、本市の環

境に関連する施設も多大な被害を受けました。 

こうしたことから、岩手県災害廃棄物処理実行計画に基づき処理を進め、処理計画期間で

ある平成 26 年３月までに処理を完了しました。 

また、し尿処理施設は平成 24 年４月に、公共下水道処理施設は平成 25 年３月に復旧し、

平成 28 年度には、大船渡湾の水質に配慮し、通水管を備えた新たな湾口防波堤の復旧工事が

完了しました。 
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 表 14 環境公害行政のあゆみとできごと 

年 月 日 記        事 

昭和  

 29.4 ○清掃法公布 

 31.4 ○都市公園法公布 

 33.4 ○下水道法公布 

 38.3 ○大船渡市公害防止対策委員会設置 

 40.10 ○塵芥処理場完成 

 40.11 ○し尿処理場完成 

 42.7.2 ○大船渡湾口防波堤完成 

 42.8 ○公害対策基本法公布 

 43.6 ○大気汚染防止法公布 

○騒音規制法公布 

 44.10.17 ○大船渡市公害防止対策事務処理規程施行 

 45.6.1 ○総務課に公害係設置 

 45. ○大船渡湾養殖貝類異常へい死原因調査（岩手県） 

 45.12 ○水質汚濁防止法公布 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律公布 

 46.4 ○永浜水面貯木場完成 

 46.6.1 ○悪臭防止法公布 

○公害行政担当課として新たに公害交通課設置 

 46.12.1 ○大船渡市公害対策審議会条例公布 

 47.4.18 ○公害対策基本法に基づく水質汚濁に係る環境基準が、盛川は河川Ａ類型、大

船渡湾は海域Ａ類型に指定される 

 47.6.16 ○公害防止資金利子補給規則公布 

 47.10 ○自然環境保全法公布 

 48.3.30 ○岩手県公害防止条例により、騒音規制地域の指定告示なる 

 48. ○大船渡湾富栄養対策調査 

 49.3.18 ○悪臭防止法により、悪臭規制地域の指定告示なる 

 49. ○大船渡湾内養殖漁業場環境改善対策調査（水産庁） 

○環境大気常時監視測定開始（岩手県） 

 50.8.1 ○機構改革により課名が環境課となる 

 50. ○公害対策基本法に基づく水質汚濁に係る環境基準が、吉浜川は河川ＡＡ類型、

綾里湾、越喜来湾及び吉浜湾は海域Ａ類型に指定される 

○岩手県における腸チフスの疫学的研究（岩手県） 

 51. ○大船渡湾における堆積物の調査（岩手県） 

 51.6 ○振動規制法公布 

 52. ○大船渡湾における生活排水の影響調査（岩手県） 

 54.3.16 ○振動規制法により、振動規制地域の指定告示なる 

 54.6 ○エネルギーの使用の合理化に関する法律公布 

 54.10.29 ○大船渡湾水質・環境リモートセンシング（岩手大） 

 54. ○大船渡湾麻ひ性貝毒化機構究明調査（岩手県） 

 55.1 ○野々田地区港湾整備事業開始 

 55.4 ○機構改革により課名が生活環境課となる 

 55.6 ○漁場改良復旧基礎調査（水産庁） 

 55.7.3 ○大船渡市雑排水簡易浄化槽設置指導要綱制定 
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年 月 日 記        事 

昭和  

 55.11 ○小野田セメント大煙突完成 

 56.8～57.3 ○大気環境調査「石灰利用施設周辺地域」（環境庁） 

 57.8～58.2 ○大気環境調査「貯炭場周辺地域」（環境庁） 

 58.5 ○浄化槽法公布 

 58.7.4～8.28 ○大気常時測定局再起置検討調査（岩手県） 

 59.12 ○スパイクタイヤによる道路粉じん調査開始 

 60.4 ○機構改革により課名が保健環境課となる 

○三陸町根白(吉浜)地区漁業集落排水処理施設事業着手 

 60.8 ○新し尿処理場整備事業開始 

 61.8.1～9.30 ○旭町地区生活排水対策実践活動モデル事業実施（岩手県指定） 

 62.6 ○大船渡湾水質管理計画策定開始（岩手県） 

 62.8.1～9.30 ○須崎川流域生活排水対策実践活動モデル事業実施（市指定） 

 62.9 ○新し尿処理場完成（気仙地区衛生センター） 

 63.5 ○特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律公布 

 63.8.1～9.30 ○北・南笹崎地区生活排水対策実践活動モデル事業実施（市指定） 

平成  

 元.4 ○三陸町根白(吉浜)地区漁業集落排水処理施設供用開始 

 元.9.26 ○大船渡市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱告示 

 元.11.1～2.3.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（吉野町、長安寺、小細浦） 

 2.3 ○大船渡湾水質管理計画策定（岩手県） 

 2.5.28 ○大船渡市環境保全連絡協議会設立 

 2.6 ○スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律公布 

 2.6～9 ○水生生物観察事業の拡充実施 

 2.7.1 ○大船渡湾水質管理計画推進本部設置 

 2.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（上手、長谷堂、佐野、平、富沢 2

区） 

 3.1.17 ○スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律第 5 条第 1 項の指定地域に

指定 

 3.1.22 ○大船渡湾水質管理計画推進協議会設置 

 3.4.1 ○指定地域内で原則としてスパイクタイヤの使用が禁止となる 

 3.4 ○再生資源の利用の促進に関する法律公布 

 3.7.1 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（峯岸、上富岡、関谷、田谷、永沢、

上木町、生形） 

 3.7.11 ○大船渡市公共下水道事業認可 

 3.11.20 ○大船渡市快適環境づくり市民集会開催 

 4.6 ○絶滅の恐れのある野生動植物の種の保存に関する法律公布 

 4.7.1 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（木町、下船渡、内田、赤崎町中井、

下久名畑、町場、鷹生） 

 4.10 ○岩手の景観保全と創造に関する条例公布 

 5.3.30 ○大船渡港清掃船「さんご丸」完成、進水（岩手県） 

 5.4.1 ○清掃船「さんご丸」大船渡港に配備 

 5.6.3 ○須崎川清流化対策推進協議会設立 

 5.8.1 ○大船渡市快適な環境づくり市民集会開催（水辺の集い） 

 5.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（本町、中央通、神坂、沢田、上久

名畑、大畑野、日頃市町宿） 
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 5.11 ○環境基本法公布 

 6.6 ○大船渡湾に係る窒素、燐の環境基準類型指定のための調査事業開始 

 6.7.31 ○大船渡市快適な環境づくり市民集会開催（水辺の集い） 

 6.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（愛宕町、宮ノ前、船河原、赤崎町

宿、猪川町大野、平田、平山） 

 6.10.1 ○大船渡市公共下水道事業一部供用開始（大船渡町富沢、地ノ森） 

○大船渡市環境審議会条例制定 

 6.12.1 ○岩手県沿岸流出油災害対策協議会設立（釜石海上保安部） 

 6.12.21 ○大船渡港港湾計画調査（土質調査及び環境調査）開始（運輸省） 

 7.1.15 ○細浦地区漁港環境整備事業開始（細浦漁港・水産庁） 

 7.3.31 ○悪臭防止法及び同法施行規則の一部改正に伴う規制地域並びに規制基準告示

なる（岩手県） 

 7.6 ○容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律公布 

 7.7.31 ○大船渡市快適な環境づくり市民集会開催（水辺の集い） 

 7.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（八幡町、浜町、細浦、後ノ入、上

中井、和村、坂本沢） 

 8.3.22 ○海域環境創造事業による大船渡湾へのマリンリフター設置が決定（運輸省） 

 8.4.13 ○大船渡湾の窒素及び燐に係る環境基準の類型指定告示なる（岩手県） 

 8.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（桜場、須崎、平、蛸ノ浦、下中井、

川原、川内） 

 8.9.30 ○大船渡市快適環境づくり市民集会開催 

 9.3.27 ○蛸ノ浦地区漁業集落環境整備事業基本計画承認 

 9.4 ○新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法公布 

 9.4.17 ○大船渡港港湾整備に伴う漁業補償契約締結 

 9.6 ○環境影響評価法公布 

 9.7.31 ○大船渡市環境保全推進協議会設立 

 9.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（田茂山二区、上山、末崎町中野、

大洞、前田、下欠、田代屋敷・長岩） 

 9.9.27 ○大船渡港多目的国際ターミナル着工 

 9.11.6 ○大船渡市公共下水道事業整備区域拡張認可（98ha⇒203ha） 

 10.3 ○岩手県環境の保全及び創造に関する基本条例施行 

 10.4 ○小石浜地区漁業集落排水処理施設事業着手 

 10.6 ○特定家庭用機器再商品化法公布 

 10.7.1 ○騒音規制法・振動規制法・悪臭防止法の規定による地域指定の一部改正 

 10.7 ○岩手県環境影響評価条例公布 

 10.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（田茂山一区、南町、小田、山口、

下権現堂、菅生、石橋） 

 10.10.1 ○蛸ノ浦地区漁業集落環境整備事業着工 

 10.10 ○地球温暖化対策の推進に関する法律公布 

 10.10.12 ○鷹生ダム本体工事着工 

 10. ○越喜来湾に窒素及び燐に係る環境基準（海域Ⅱ類型）指定告示なる（岩手県） 

 11.7 ○ダイオキシン類特別措置法公布 

 11.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（御山下、茶屋前、梅神、永浜、下

富岡、久保、板用） 

 12.4.1 ○釜石市と廃棄物共同処理事業開始 
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 12.5 ○建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律公布 

○国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律公布 

 12.6 ○循環型社会形成推進基本法公布 

○食品循環資源の再利用等に関する法律公布 

○資源の有効な利用の促進に関する法律公布 

 12.7.19 ○大船渡地区クリーンセンター（一般廃棄物積込中継施設）竣工 

 12.9.1～12.31 ○快適なまちづくり実践活動推進事業実施（盛雇用住宅、台町、小河原、清水、

新道、上手、甲子） 

 12.11 ○大船渡湾水環境保全計画策定 

 12.11.1～12.10 ○エコ・ライフ推進モデル事業実施（上手地域）（岩手県指定） 

 12.11.10～11.12 ○大船渡湾浄化フェア 2000 開催（サン・リアショッピングセンター） 

 12.11.20 ○      〃       （大船渡商工会議所） 

 12.12.28 ○大船渡市環境施策推進会議設置 

 13.2.26 ○大船渡市地球温暖化対策推進実行計画策定 

 13.4.1 ○大船渡市環境基本条例施行 

 13.4 ○砂子浜・千歳地区漁業集落排水処理施設事業着手 

 13.10～14.2 ○エコライフ推進事業実施（上木町、地ノ森一区、末崎町中井、佐野、長谷堂

団地、平田、小通） 

 13.10.27～10.28 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 13.11.2 ○大船渡港内で油流出事故発生 

 13.11.15 ○大船渡市と旧三陸町が合併し新生大船渡市誕生、三陸支所市民生活課が三陸

町地区の環境行政担当課となる 

 13.12 ○県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例（略称：

生活環境保全条例）公布（岩手県） 

 14.2.21 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡商工会議所：環境懇談会） 

 14.5.29 ○大船渡市公共下水道事業整備区域拡張認可（203ha⇒397.9ha） 

 14.5 ○土壌汚染対策法公布 

 14.7 ○使用済自動車の再資源化等に関する法律公布 

 14.10～15.2 ○エコライフ推進事業実施（旭町、富沢一区、西舘、生形、長谷堂、田谷、大

森、小石浜、甫嶺、後山） 

 14.10.26～10.27 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 14.12 ○循環型社会の形成に関する条例公布（岩手県） 

 15.2.28 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（カメリアホール：環境懇談会） 

 15.3 ○新エネルギーの導入の促進及び省エネルギーの促進に関する条例公布（岩手

県） 

○県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等に関する条例公布（岩手県） 

○岩手県産業廃棄物税条例公布 

 15.3.7 ○大船渡市環境基本計画策定 

 15.4 ○小石浜地区漁業集落排水処理施設供用開始 

 15.10～16.2 ○エコライフ推進事業実施（吉野町、地ノ森二区、門之浜、赤崎町中井、下久

名畑、町場、長安寺、砂子浜、泊(越喜来)、大野(吉浜)） 

 15.10 ○岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例公布 

 15.10.25～10.26 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 16.2.27 ○      〃      （シーパル大船渡：環境懇談会） 

 16.4 ○機構改革により三陸町地区の環境行政担当課が三陸支所総務課となる 
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 16.7 ○大船渡湾水環境保全計画アクションプラン策定 

 16.10～17.2 ○エコライフ推進事業実施（木町、赤沢、小細浦、長崎、上久名畑、大畑野、

平山、野形、浦浜東、扇洞） 

 16.10.23～10.24 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 17.1 ○大船渡湾水環境の保全に関する標語コンクール実施（応募作品 715 点） 

 17.2.28 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（カメリアホール：環境セミナー） 

 17.4.1 ○蛸ノ浦地区（一部）・砂子浜地区漁業集落排水処理施設供用開始 

 17.10～18.2 ○エコライフ推進事業実施（本町、明土、泊里、沢田、上富岡、和村、関谷、

小路、下通） 

 17.10.16 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（シーパル大船渡：環境セミナー） 

 17.10.22～10.23 ○      〃      （大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 18.2.26 ○環境活動発表会開催（カメリアホール） 

 18.4 ○環境大気常時監視測定局見直しに伴い、茶屋前局での二酸化硫黄、浮遊粒子

状物質の測定が中止され、二酸化窒素のみの測定となる（岩手県） 

 18.5 ○第２次大船渡市地球温暖化対策推進実行計画策定 

 18.10～19.2 ○エコライフ推進事業実施（愛宕町、地ノ森一区、碁石、赤崎町宿、猪川町大

野、上手、日頃市町宿、石浜、崎浜、根白） 

 18.10.21～10.22 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 18.11.12 ○      〃      （大船渡商工会議所：環境フォーラム 2006） 

 19.3.30 ○大船渡市公共下水道事業整備区域拡張認可（397.9ha⇒666.2ha） 

 19.10～20.2 ○エコライフ推進事業実施（八幡町、浜町、三十刈、合足、上中井、下欠、川

内、田浜、仲区、千歳） 

 19.10.20～10.21 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 19.10.26 ○環境報告会開催（太平洋セメント㈱大船渡工場） 

 20.7.24 ○海のシンポジウム開催（大船渡プラザホテル：海フェスタ） 

 20.7.25 ○大船渡港流出油災害対策訓練（野々田埠頭：海フェスタ） 

 20.8.19～10.26 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

 20.10～21.2 ○エコライフ推進事業実施（桜場、須崎、山根、後ノ入、下権現堂、川原、鷹

生、港、西区、中通） 

 20.10.25～10.26 ○大船渡湾浄化フォーラム開催（大船渡市民体育館：環境コーナー） 

 20.10.28 ○環境報告会開催（太平洋セメント㈱大船渡工場） 

 21.1.31 ○けせん環境フォーラム開催（リアスホール） 

 21.10 ○一般廃棄物試験分別収集事業開始（赤崎町内（蛸ノ浦地区除く）） 

 21.10～22.2 ○エコライフ推進事業実施（田茂山一区、田中、船河原、大洞、上久名畑、久

保、坂本沢、岩崎、浦浜南、上通） 

 21.10.23～11.20 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

 21.10.24～10.25 ○大船渡市産業まつりに環境コーナーを出展（大船渡市民体育館） 

 21.10.27 ○環境報告会開催（太平洋セメント㈱大船渡工場） 

 21.11.14 ○けせん環境フォーラム開催（リアスホール） 

 22.4 ○崎浜地区漁業集落環境整備事業着手 

 22.10 ○一般廃棄物試験分別収集事業実施地区拡大（赤崎町、猪川町の一部（下富岡、

上富岡、長谷堂、長谷堂団地、上中井、下中井）、立根町） 

 22.10～23.3 ○エコライフ推進事業実施（田茂山二区、明神前、峯岸、清水、新道、菅生、

板用、宮野（西、東）、上甫嶺、増舘） 

 22.10.1～10.30 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 
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 22.10.23～10.24 ○大船渡市産業まつりに環境コーナーを出展（大船渡市民体育館） 

 22.10.28 ○環境報告会開催（太平洋セメント㈱大船渡工場） 

 23.1.29 ○けせん環境フォーラム開催（住田町農林会館） 

 23.3.11 ○東日本大震災 

  ○一般廃棄物試験分別収集事業中断 

 23.3 ○岩手沿岸南部クリーンセンター竣工 

 23.4.11 ○岩手沿岸南部クリーンセンター操業開始 

 23.11.1 ○一般廃棄物試験分別収集事業再開 

 24.3 ○環境大気常時監視測定局が、茶屋前局から猪川町局に変更（岩手県） 

 ※茶屋前局は、東日本大震災の津波により被災し、測定不能の状態であった。 

24.4.1 ○地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律により騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法が改正され、

地域の指定等の事務が岩手県から一般市（当市を含む。）に委譲となる。 

 ○機構改革により三陸町地区の環境行政担当課が総務部三陸支所となる。 

 ○気仙広域連合衛生センター復旧 

24.10.1 ○一般廃棄物試験分別収集事業実施地区拡大（盛町、赤崎町、猪川町、立根町、

日頃市町） 

 24.10～25.3 ○エコライフ推進事業実施（御山下、下船渡、中野、佐野、前田、平田、田代

屋敷、野々前、白浜、大野） 

 25.1.31 ○第２次大船渡市環境基本計画策定 

 25.10～26.3 ○エコライフ推進事業実施（吉野町、屋敷、小田、永浜、下富岡、田谷、石橋、

小石浜、扇洞） 

 25.11.26～12.6 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

 26.3 ○大船渡湾水環境保全計画改定 

 ○災害廃棄物の処理が完了 

 26.10.25～11.11 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

 26.9～27.3 ○エコライフ推進事業実施 

 27.12.4～12.10 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

 27.10～28.3 

 

○エコライフ推進事業（木町、南笹崎、門之浜、山口、下久名畑、川原、小通、

小路、根白） 

 28.12.6～12.15 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

 28.12.23～29.1.6 ○エコライフ推進事業（赤崎小学校、蛸ノ浦小学校） 

 29.10.19 ○岩手県、太平洋セメント株式会社及び大船渡市による循環型地域社会の形成

に関する協定の締結及び締結式開催 

 29.12.3～12.9 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

29.12.23～30.1.6 ○エコライフ推進事業（盛小学校） 

 30.12.4～12.14 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

 30.2 ○第３次大船渡市地球温暖化対策推進実行計画策定 

 31.2.9～2.22 ○エコライフ推進事業（綾里小学校、越喜来小学校） 

令和  

 元.11.10～11.20 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

2.7.5～7.8 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

  2.12.21 ○エコライフ推進事業（越喜来小学校） 

4.1.26 ○大船渡市マイバッグ推進キャンペーン実施 

4.3 ○大船渡市地球温暖化対策推進実行計画（区域施策編）策定 
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 表 15 公害防止協定・環境保全協定等締結状況 

№ 締 結 企 業 締結団体 形式 締結年月日 備     考 

1 
㈱甘竹ブロイラー 

（現 ㈱アマタケ） 
大 船 渡 市 協 定 S46.5.17  

2 
㈱甘竹ブロイラー 

（現 ㈱アマタケ） 
大 船 渡 市 協 定 S46.5.19 立会人 日頃市町石橋衛生組合 

3 大船渡湾冷凍水産物加工業協同組合 
三 漁 協 

(現 大船渡市漁業協同組合) 
協 定 S46.8.12 立会人 大船渡市 

4 
㈱甘竹ブロイラー 

（現 ㈱アマタケ） 
大 船 渡 市 協 定 S47.2.21 

立会人 市衛生組合連合会 

    赤崎町後ノ入公民館 

5 
㈱甘竹ブロイラー 

（現 ㈱アマタケ） 
大 船 渡 市 協 定 S47.3.22 立会人 鷹生公民館 

6 
㈱ナック 

（現 ㈱アマタケ） 
大 船 渡 市 協 定 S47.4.17 

立会人 立根町衛生組合連合会 

    立根地区公民館 

7 佐々木 隆 大 船 渡 市 協 定 S51.11.24 立会人 石橋公民館 

8 鬼丸採石所 大 船 渡 市 協 定 S54.5.2 立会人 坂本沢公害防止対策委員会 

9 岩手資源開発㈱ 大 野 地 域 公 民 館 協 定 S55.12.5 立会人 大船渡市 

10 
㈱甘竹ナック 

（現 ㈱アマタケ） 
大 船 渡 市 協 定 S61.5.30 立会人 立根地区公民館 

11 
大船渡タイヘイフード㈱大船渡工場 

（現 タイヘイ㈱フード事業部大船渡工場） 
大 船 渡 市 協 定 H 元.10.9 

立会人 赤崎町清水地域契約会 

    赤崎漁業協同組合 

12 ㈱アマタケ 大 船 渡 市 協 定 H2.3.30 立会人 盛川漁業協同組合 

13 大船渡アスコン 
大 船 渡 市 

大畑野地域公民館 
協 定 H5.7.9  

14 坂井マリン㈱ 
大 船 渡 市 

後ノ入地域公民館 
協 定 H5.10.13  

15 ㈱三栄工業所 大 船 渡 市 協 定 H8.9.17  

16 
大船渡地区環境衛生組合 

大船渡市 
大船渡地区ゴミ焼却施設対策協議会 覚 書 H10.8.31  

17 
五葉温泉㈱ 

(現 五葉地域振興㈱) 

日頃市地区公民館 

盛川漁業協同組合 

三漁協連絡協議会 

(現 大船渡市水産振興連絡会) 

協 定 H11.3.2 立会人 大船渡市 

18 五葉地域振興㈱ 

日頃市地区公民館 

盛川漁業協同組合 

三漁協連絡協議会 

(現 大船渡市水産振興連絡会) 

覚 書 H12.3.13 立会人 大船渡市 

19 太平洋セメント㈱大船渡工場 大 船 渡 市 協 定 H15.4.17 立会人 赤崎地区振興協議会 

20 中村建設㈱ 大 船 渡 市 協 定 H16.9.27 

立会人 越喜来小峠地区 

    越喜来浦浜西区 

    越喜来泊区 

    越喜来漁業協同組合 

21 龍振鉱業㈱ 大 船 渡 市 協 定 H16.12.21  

22 鎌田水産㈱ 大 船 渡 市 協 定 H17.2.28 立会人 大船渡市漁業協同組合 

23 佐々木モータース 大 船 渡 市 協 定 H17.3.15  

24 
㈲アトラス 

（現 ㈱アトラス） 

大 船 渡 市 

大畑野地域公民館 
協 定 H17.6.29  

25 ㈱岩手環境保全 大 船 渡 市 協 定 H18.2.28 

立会人 立根地区公民館 

    日頃市地区公民館 

    盛川漁業協同組合 
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№ 締 結 企 業 締結団体 形式 締結年月日 備     考 

26 ㈲ＣＳ 

日頃市地区公民館 

宿 地 域 公 民 館 

関 谷 地 域 公 民 館 

協 定 H18.8.31 立会人 大船渡市 

27 理研食品㈱ 

末 崎 地 区 公 民 館 

峰 岸 地 域 公 民 館 

大船渡市漁業協同組合 

協 定 H18.12.8 立会人 大船渡市 

28 
㈲コウ 

（現 ㈱コウ） 

盛 地 区 公 民 館 

田茂山二区地域公民館 

盛川漁業協同組合 

協 定 H19.10.22 立会人 大船渡市 

29 ㈱大船渡資源 

盛 地 区 公 民 館 

八幡町地域公民館 

盛川漁業協同組合 

協 定 H20.7.28 立会人 大船渡市 

30 ㈱大船渡資源 

大船渡地区公民館 

地ノ森一区地域公民館 

盛川漁業協同組合 

協 定 H21.12.7 立会人 大船渡市 

31 ㈱岩手環境保全 

大 船 渡 市 

盛川漁業協同組合 

立 根 地 区 公 民 館 

和 村 地 域 公 民 館 

日頃市地区公民館 

小 通 地 域 公 民 館 

協 定 H22.3.18  

32 ㈱阿部長商店 

大船渡地区公民館 

中 央 通 町 内 会 

台 町 地 域 公 民 館 

協 定 H22.9.1 立会人 大船渡市 

33 ㈱大船渡産業 日頃市地区公民館 協 定 H24.3.22 立会人 大船渡市 

34 ㈱アマタケ 

大船渡地区公民館 

地ノ森一区地域公民館 

地ノ森二区地域公民館 

協 定 H24.10.1 立会人 大船渡市 

35 元正榮北日本水産㈱ 
石 浜 方 正 会 

綾里漁業協同組合 
協 定 H25.11.1 

立会人 岩手県沿岸広域振興局 

大船渡水産振興センター 

大船渡市 

36 ㈱泰興商事 大 船 渡 市 協 定 H27.3.2  

37 大船渡発電㈱ 大 船 渡 市 協 定 H29.7.27 立会人 赤崎地区振興協議会 

38 ㈱佐賀組 大船渡地区公民館 協 定 H29.10.12 立会人 大船渡市 

39 ㈱いわて銀河農園 

末 崎 地 区 公 民 館 

大船渡市漁業協同組合 

(一社)岩手県栽培漁業協会 

協 定 H30.11.16 立会人 大船渡市 
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 表 16 浄化槽設置状況調（補助金交付基数） 

【三陸町を除く地区】                            （単位：基） 

 

 

【三陸町地区】                               （単位：基） 

 
資料：市下水道事業所 

年度 区分 盛 大船渡 末崎 赤崎 猪川 立根 日頃市 合計

H元 新　築      81     169     135     128     221     226      66    1,026

～ 増改築      27      67     211      94     112      66      93      670

22 年　計     108     236     346     222     333     292     159    1,696

新　築 －       5       5       7      12      16       3       48

増改築 －       4       9       1       3       1       5       23

年　計 －       9      14       8      15      17       8       71

新　築 －      10      35      16      25      46       4      136

増改築 －       1       5       4       3       7       2       22

年　計 －      11      40      20      28      53       6      158

新　築 －      15      35      31      28      24       5      138

増改築 －       1      11       3       5      11       5       36

年　計 －      16      46      34      33      35      10      174

新　築 －       9      47      10      13      34       4      117

増改築 －       2      12       3       0       3       4       24

年　計 －      11      59      13      13      37       8      141

新　築 －       8      98      14       4      27       3      154

増改築 －       1      11       2       1       3       1       19

年　計 －       9     109      16       5      30       4      173

新　築 －       3      65       3       0      19       7       97

増改築 －       1       3       1       2       4       2       13

年　計 －       4      68       4       2      23       9      110

新　築 －       3      11       1       3      13       2       33

増改築 －       1       7       0       1       5       5       19

年　計 －       4      18       1       4      18       7       52

新　築 －       4       8       0       0       9       2       23

増改築 －       2       5       0       0       1       4       12

年　計 －       6      13       0       0      10       6       35

新　築 －       0       9       0       3      18       3       33

増改築 －       0      11       0       0       7       0       18

年　計 －       0      20       0       3      25       3       51

新　築 －       0       6       2       1      13       2       24

増改築 －       1       1       1       1      13       2       19

年　計 －       1       7       3       2      26       4       43

新　築 －       0       5       0       1      10       3       19

増改築 －       0       3       0       0       4       2        9

年　計 －       0       8       0       1      14       5       28

   108    307    748    321    439    580    229   2,732

27

23

24

25

26

合　　　計

28

Ｒ元

29

30

Ｒ２

Ｒ３

年度

人槽

      92       22         12          3          5          4          5          1        144

     375       30         18         11         11         14         10          4        473

     181        2          0          1          1          0          0          0        185

      15        0          0          0          0          0          0          0         15

     663       54         30         15         17         18         15          5        817

30 Ｒ元 合計29

合計

5

6～7

8～10

11～50

H3～26 27 28 Ｒ２ Ｒ３
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第２ 環境公害行政組織と処理分担 

 １ 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

大船渡市環境審議会 

副市長 市民生活部 

総 務 部 三 陸 支 所 

市民環境課 

住宅管理課 

農林水産部 農 林 課 

水 産 課 

商工港湾部 

下水道事業所 

公害防止関係処理分担 

商 工 課 

簡易水道事業所 

都市整備部 建 設 課 

上下水道部 
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 ２ 処理分担 

課  名 公 害 防 止 関 係 処 理 分 担 事 項 

市民生活部 

市 民 環 境 課 

１．公害防止対策の総合的企画及び連絡調整に関すること 

２．公害に係る紛争及び苦情処理の調整に関すること 

３．騒音、振動及び悪臭の規制及び防止に関すること 

４．大気汚染、水質汚濁、土壌汚染その他公害を防止するための調査、監視及び指

導に関すること 

商工港湾部 

商 工 課 
１．所管に属する公害の防止指導に関すること 

農林水産部 

農 林 課 
１．所管に属する公害の防止指導に関すること 

農林水産部 

水 産 課 
１．所管に属する公害の防止指導に関すること 

都市整備部 

建 設 課 
１．所管に属する公害の防止指導に関すること 

都市整備部 

住 宅 管 理 課 
１．所管に属する公害の防止指導に関すること 

上下水道部 

下水道事業所 
１．所管に属する公害の防止指導に関すること 

上下水道部 

簡易水道事業所 
１．所管に属する公害の防止指導に関すること 

総務部 

三 陸 支 所 

１．公害に係る紛争及び苦情処理の調整に関すること 

２．公害の防止及びその指導に関すること 

資料：大船渡市行政組織規則（平成 11 年３月 29 日規則第７号）
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第３ 大船渡市環境審議会 

環境問題への対策は、多方面にわたる専門的知識を必要とするとともに、広い視野に立っ

た多角的な判断が要求されます。 

このため、公害対策基本法において市町村公害対策審議会を設置できることとなり、本市

は昭和 46 年 12 月に大船渡市公害対策審議会条例を制定後、審議会を設置し、公害防止対策

に関する基本事項について、調査及び審議を行いました。 

その後、国では環境問題の構造変化を踏まえ、公害対策基本法を見直して新たに環境基本

法を制定しました。 

これに伴い、本市においても大船渡市公害対策審議会条例を廃止して、平成６年 10 月に大

船渡市環境審議会条例を制定し、さらに、大船渡市環境審議会条例を廃止して、平成 13 年３

月に大船渡市環境基本条例を制定し、大船渡市環境審議会を設置しています。 

審議会委員は、本条例に基づき委員 20 名以内により組織し、学識経験を有する者、環境、

産業等に関する団体に属する者、その他市長が必要と認める者を市長が委嘱します。現在は、

学識経験を有する者７名、環境、産業等に関する団体に属する者 10 名、公募で選任された者

２名の 19 名で構成しています。 

令和２・３年度においては、大船渡市の環境公害測定や大船渡市地球温暖化対策推進実行

計画、大船渡市環境基本計画に係る事業実施状況、大船渡市地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）の策定などについて審議しました。 
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第３章 第 2 次大船渡市環境基本計画（概要抜粋）  

第１ 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の背景 

本市では、平成 13 年４月に環境の保全及び創造について、基本理念、市民・事業者・市の

責務、施策の基本となる事項などを定めた大船渡市環境基本条例を施行しました。平成 15 年

３月には、この条例の基本理念を実現するため、計画期間を平成 15 年度から 24 年度までと

する大船渡市環境基本計画を策定し、計画を推進してきました。 

第２次大船渡市環境基本計画は、前計画期間中に生じた本市を取り巻く様々な状況の変化

などを踏まえて、平成 25 年度からの長期的な目標と施策の方向などを示すとともに、市民・

事業者・市の各主体の自主的行動と協働によって、これらを総合的・計画的に推進するもの

です。 

 

２ 基本理念 

本計画は、環境基本条例第８条に基づくものであり、同条例第３条に掲げる以下の５つの

基本理念の実現に向けて中心的な役割を担います。 

・恵み豊かな環境と共生する地域社会の構築 

・恵まれた快適な環境を将来の世代に継承 

・環境への負荷の少ない健全かつ持続的な発展が可能な地域社会の構築 

・地域社会を構成するすべての者の自主的かつ積極的な参加及び連携 

・あらゆる事業活動及び日常生活における積極的な地球環境保全 

 

３ 計画の性格 

本計画は、大船渡市総合計画（平成 23～32 年度）を環境分野から実現していくための基本

計画として、環境の保全及び創造に関する長期的な目標と施策の方向などを示し、それらの

総合的・計画的な推進と具体的な事務事業の実施を図ります。 

また、環境面の長期的・総合的観点から、大船渡市復興計画（平成 23～32 年度）や各行政

分野の計画、方針などとの連携・調整を図るとともに、各種施策や事業に横断的に対応し、

市民・事業者・市が一体となって環境の保全と創造に取り組んでいくための、環境の指針と

なるものです。 

 

 

 

 

 

 

 



第１部 第 3 章 大船渡市環境基本計画 

－ 25 － 

４ 望ましい環境像 

大船渡市環境基本条例の基本理念と、大船渡市総合計画の将来都市像を踏まえながら、本

計画がめざす望ましい環境像を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

５ 基本目標 

望ましい環境像を具体化していくために、「生活環境の保全」「自然環境との調和」「環境

共生型のくらし」「各主体の行動」の４つの視点から基本目標を掲げます。 

 

基本目標１「市民が安心してくらせるきれいな生活環境をめざします」 

市民一人ひとりが健康で幸せな生活を送るためには、大気や水を安全な状態に保つことに

加えて、身近な生活環境について汚染物質の影響や不快な音・臭気などに悩まされることの

ないようにしていくことが不可欠です。 

そのため、日常生活を取り巻く環境について、市民が安心してくらすことのできる、きれ

いで良好な状態を保っていくまちをめざします。 

 

基本目標２「自然環境と調和し快適にくらせるまちをめざします」 

三陸地域の自然は、時に災害を起こす厳しい面をもつ一方で、産業や生活へ多大な恩恵を

もたらしており、歴史・文化と相まって魅力的な景観をなしています。また、多種多様な動

植物が自然生態系の広大なネットワークを形成しており、全国的にも貴重な自然環境を有し

ています。このことは、市民が共有する地域の財産といえます。 

そのため、自然の厳しさに対応しつつ自然の恵みを持続的に活用し、また景観や自然生態

系を良好に保ちながら、市民の快適なくらしを支えていくまちをめざします。 

 

基本目標３「地球環境に配慮した環境共生型のくらしをめざします」 

私たちは生活や産業で毎日多くの資源・エネルギーを利用しており、そこから発生する廃

棄物や二酸化炭素などが要因（環境負荷）となって、環境汚染や地球温暖化などの環境問題

を悪化させています。その解決には、生活様式や産業活動、社会経済のあり方を変えていく

とともに、環境負荷を減らす技術を開発、導入していく必要があります。 

そのため、資源・エネルギーの利用と環境問題との関連について、市民・事業者・市のみ

んなが認識し、地球環境に対する配慮と対策に努め、環境共生型の生活と産業が営まれるま

ちをめざします。 

 

 
自然と調和し よりよい環境を 

         未来につなぐまち 大船渡 
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基本目標４「一人ひとりの行動力を生かす環境保全をめざします」 

今日の環境問題は複雑、多様で、その要因は生活や産業のあらゆる場面にあることから、

環境保全に向けた一人ひとりの意識の高まりと正しい知識、自主的、積極的な行動が求めら

れています。 

そのため、市民・事業者・市のみんなが環境について理解を深め、環境への配慮を実践す

るまちをめざします。 
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第２ 計画の構成 

   望ましい環境像の下に、計画を体系的に構成します。 
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第３ 施策の方針 

基本目標の実現に向けて、環境分野ごとの基

本方針と施策の方針を示します。 

 

1-1 大気の環境 

【基本方針】澄んだ空気を守ります 

①大気環境の監視 

・大気の常時監視測定 

・監視地点・項目の追加の検討 

・測定結果の公表 

②工場・事業場対策 

・工場・事業場の監視 

・諸法令に基づく指導 

・環境汚染防止に関する意識啓発 

③自動車排ガス対策 

・エコカーの普及 

・エコドライブの啓発 

・道路沿道緑化の推進 

 

1-2 水の環境 

【基本方針】恵み豊かな水の環境を守ります 

①水環境の監視・汚濁事故対策 

・公共用水域の水質測定 

・監視地点・項目の追加の検討 

・測定結果の公表 

・水質汚濁事故の未然防止 

・水質汚濁事故発生時の緊急連絡及び処理体制

の充実強化 

②生活系排水対策 

・公共下水道の整備 

・公共下水道整備区域内における水洗化の促進 

・公共下水道整備区域外における集落排水施設

の整備や合併処理浄化槽の設置促進 

・生活雑排水に関する啓発 

・生活雑排水対策などの環境保全活動の促進 

③産業系排水対策 

・諸法令に基づく指導 

・法令による規制を受けない小規模事業場への

指導 

・環境汚染防止に関する意識啓発 

・農家、畜産農家への環境保全型農業の普及啓 

発 

④水源保全・水質浄化 

・大船渡湾の水質浄化対策の検討 

・湾内に流入するごみ対策 

・森林や農地等の公益的機能の向上・保全に向

けた適正な管理・整備 

・地下水のかん養の促進 

・地盤沈下への対策 

 

1-3 身近な生活環境 

【基本方針】安全で快適な生活環境を守ります 

①騒音・振動、悪臭対策 

・騒音・振動や悪臭の測定 

・調査・監視体制の充実 

・諸法令に基づく指導 

・環境汚染防止に関する意識の啓発、測定結果

の公表 

・野外焼却等の禁止の徹底 

②有害化学物質対策 

・有害化学物質による環境汚染の実態調査 

・農薬・溶剤などの適正使用や廃棄物処理施設

の適正管理の指導 

・化学物質による土壌・地下水汚染への対策 

・市民・事業者・行政などの連携による情報の

共有化 

・事業者の自主的な排出抑制対策のための情報

の提供 

③放射線影響対策 

・放射線量等の調査と低減措置の実施 

・市民への情報提供 

・測定体制と対策の充実 
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2-1 自然生態系 

【基本方針】多様な生物や地形による豊かな自

然を守ります 

①希少な自然の保護 

・野生動植物の生息・生育環境と生態系の保全 

・地域開発事業実施にあたっての環境保全上の 

配慮の推進 

・自然環境に関する情報等の提供と保護意識の

啓発 

・自然環境の調査・研究 

・土地利用区分、諸法規制等に基づく土地利用

の推進 

②里地・里山・里海の保全 

・森林や農地等の公益的機能の向上・保全に向

けた適正な管理・整備と情報の提供 

・環境に配慮した農林漁業促進に向けた啓発 

③有害鳥獣・外来生物対策 

・有害鳥獣に関する調査研究と適正な個体数管

理 

・特定外来生物への対策 

・防除・駆除の推進 

 

2-2 景観資源、身近な緑 

【基本方針】自然や歴史を生かし、大船渡らし

い景観を創ります 

①自然・歴史景観の活用 

・自然環境を生かした観光地の環境保全整備や

美化 

・三陸復興国立公園や長距離自然歩道の整備と 

利用の促進 

・文化財の調査研究、保護・活用等の推進 

・民俗芸能、祭り、年中行事など伝統的な生活

文化の継承 

・個性ある景観づくりへの歴史的資源の活用 

・指定文化財の整備活用の検討 

・図書館・博物館の充実による情報の保存と提

供 

②緑化の普及・啓発 

・都市公園の計画的な整備と適切な維持管理 

・市街地の緑化の推進 

・親水空間の整備と保全 

・緑に関する情報提供の推進 

・市民の緑化活動支援の推進 

 

3-1 廃棄物 

【基本方針】ごみ減量化や資源リサイクルに取

り組み、循環型社会を形成します 

①３Ｒの推進 

・ごみの適正な分別・処理の推進 

・ごみの減量化・再資源化の検討 

・市民によるごみの減量化・再資源化に関する 

活動への支援 

・３Ｒに関する情報の提供と意識啓発 

・市の業務におけるごみの減量化・再資源化の

推進 

②廃棄物の適正処理 

・ごみ処理施設の適正な管理・運営 

・ごみ処理の広域化の推進 

・廃棄物・災害廃棄物の適正処理 

③環境美化の推進 

・市民総参加による環境美化、公衆衛生活動の

推進 

・環境美化運動の推進に向けた各種団体との協

力 

・環境美化・公衆衛生活動団体に対する支援 

・海浜や観光地などの美化 

・不法投棄の防止対策の推進 
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3-2 地球温暖化対策実行計画 

【基本方針】省エネルギーやエネルギー転換に

取り組み、低炭素社会を形成します 

①地球温暖化に関する啓発 

・日常生活や事業活動から排出される二酸化炭

素の抑制についての普及啓発 

・地球温暖化に関する情報提供 

②省資源・省エネルギーの普及 

・気仙広域環境未来都市計画の推進 

・省資源・省エネルギーに関する意識啓発 

・市の業務における省エネルギー率先行動の推

進 

・公共交通機関の利用推進 

・二酸化炭素の吸収源である森林の整備・保全 

③環境負荷の小さいエネルギーの普及 

・気仙広域環境未来都市計画の推進 

・公共施設等における再生可能エネルギー導入

の検討 

④市の率先行動 

・市の業務における温室効果ガス削減率先行動

の推進 

 

4-1 環境教育・環境学習 

【基本方針】環境への理解と意識を高めます 

①環境教育の推進 

・学校教育活動全体を通じた環境教育の推進 

・地区公民館等が中心となった地域環境教育の

推進 

・市民への環境に対する意識の啓発 

・事業場への環境汚染防止等に関する意識の啓

発 

②人材育成と情報提供 

・教育機関と連携した指導者育成 

・環境教育・環境学習に役立つ地域環境情報の 

収集・整理・提供 

4-2 環境保全活動・環境配慮 

【基本方針】環境保全の行動と連携を広げます 

①環境保全活動の推進 

・環境保全活動を行う団体に対する支援 

・環境保全活動への参加意識の啓発 

・地域の環境活動情報の提供 

・環境ボランティア団体のリーダー育成 

②日常生活における環境配慮の推進 

・環境にやさしいくらしの情報提供と普及啓発 

③事業活動における環境配慮の推進 

・事業場への環境汚染防止等に関する意識の啓

発 

・事業者と地域との環境保全協定締結の支援 

・各種産業の環境と調和の促進 

④開発事業における環境配慮の推進 

・環境影響評価法及び県条例に基づく環境影響 

評価制度の適切な推進 

・自然環境保全指針の周知や自然環境情報の 

収集・提供 

・適切な土地利用の促進 
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第４ 行動指針 

望ましい環境像の実現には、市民・事業者・市の各主体の自主的な環境配慮が必要で

す。循環型社会づくりに向けた３Ｒと、日常の生活や事業活動、自動車利用の低炭素化

についての行動の指針を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）３Ｒの実践 

① リデュース 
ごみの発生抑制に努めましょう。 

② リユース 
ものの再利用に努めましょう。 

③ リサイクル 

廃棄されるものの再資源化に努めましょう。 

（2）エコライフの実践 

① 冷暖房の効率改善 

② 自動車依存の抑制 

③ 給湯の効率改善と節水 

④ 家電利用の効率改善 

⑤ 炊事の効率改善 

⑥ 省エネ型機器などの利用 

⑦ 地産地消 

（3）エコオフィスの実践 

① 冷暖房の効率改善 

② オフィス環境関連 

③ 通勤・移動関連 

④ ＯＡ機器関連 

⑤ 家電・水回り関連 

⑥ 建物・敷地関連 

⑦ 行動改善 

（4）エコドライブの実践 

① ふんわりアクセル「ｅスタート」 

② 車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転 

③ 減速時は早めにアクセルを離そう 

④ エアコンの使用は適切に 

⑤ アイドリングストップ 

⑥ 渋滞を避け、余裕をもって出発しよう 

⑦ タイヤの空気圧から始める点検・整備 

⑧ 不要な荷物はおろそう 

⑨ 走行の妨げとなる駐車はやめよう 

⑩ 自分の燃費を把握しよう 
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第５ 環境基本計画の分野別の達成状況 

 

※市域における二酸化炭素排出量は、公表年度等の都合により、令和元年度の数値を記載しています。 

環境の分野 項目・達成目標 Ｒ３実績 Ｒ４目標 （単位）

二酸化窒素の環境基準 0.004 0.04（環境基準） ppm

降下ばいじん量（下権現堂） 3.3 10.0 ｔ／ｋｍ
２
／月

降下ばいじん量（野々田） 2.4 10.0 ｔ／ｋｍ２／月

公用車に占めるエコカー導入
割合

82.24
(前年度比1.88％増)

対前年度以上 ％

盛川本流権現堂橋のＢＯＤ <0.5 2.0（環境基準） mg／L

盛川本流佐野橋のＢＯＤ <0.5 2.0（環境基準） mg／L

盛川本流川口橋のＢＯＤ <0.5 2.0（環境基準） mg／L

立根川のＢＯＤ 0.5 2.0（環境基準） mg／L

吉浜川のＢＯＤ <0.5 1.0（環境基準） mg／L

大船渡湾湾奥のＣＯＤ 2.4 2.0（環境基準） mg／L

大船渡湾湾央のＣＯＤ 1.9 2.0（環境基準） mg／L

大船渡湾湾口のＣＯＤ 1.4 2.0（環境基準） mg／L

大船渡湾の全窒素（湾央） 0.35 0.3（環境基準） mg／L

大船渡湾の全リン（湾央） 0.025 0.03（環境基準） mg／L

綾里湾湾奥のＣＯＤ 1.0 2.0（環境基準） mg／L

綾里湾湾口のＣＯＤ 0.8 2.0（環境基準） mg／L

越喜来湾湾奥のＣＯＤ 1.0 2.0（環境基準） mg／L

越喜来湾湾央のＣＯＤ 1.1 2.0（環境基準） mg／L

吉浜湾湾奥のＣＯＤ 1.1 2.0（環境基準） mg／L

吉浜湾湾央のＣＯＤ 1.0 2.0（環境基準） mg／L

汚水処理人口 75.8 82.1 ％

環境騒音
全ての測定値点で環境基準
達成

環境基準を達成 -

空間放射線量の調査と、市民
への情報提供

市内７箇所で定点測定を年１
回実施し、その結果を市広
報及び市ホームページで公
表した。

市内で定点測定を実施し、
その結果を市広報及び市
ホームページで公表する。

-

農林水産物などの放射性物質
濃度の検査と、市民への情報
提供

農林水産物などの放射性物
質濃度を検査し、その結果を
市ホームページで公表した。

農林水産物などの放射性物
質濃度を検査し、その結果を
市広報及び市ホームページ
などで公表する。

-

自然生態系 間伐実施面積（累計） 488.62 397.0 ha

景観資源、
身近な緑

市街地の緑化水準 11.8 15.0 ％

廃棄物 １人１日あたりごみ排出量 651 500 ｇ

市の行政事務活動における温
室効果ガス総排出量

6,486.57
(平成25年度比24.5％削減)

平成25年度比で40％削減
（R12目標）

ｔ

市域における
二酸化炭素排出量※

285
（平成2年度比27.1%削減）

平成2年度比で25％削減 千ｔ

環境教育
・環境学習

青少年の環境保全
実践活動等参加団体数

4 30 団体数

環境保全活動
・環境配慮

環境に配慮した行動を
実践している人の割合

84.6 80.0 ％

身近な生活環境

水の環境

大気の環境

地球温暖化対策
実行計画
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○ 大気の環境の達成目標について 

二酸化窒素の環境基準及び降下ばいじん量の望ましい値は、目標が達成されています。 

公用車に占めるエコカー導入割合は、計画策定時（平成 23 年度実績）の 60.29％から令和３

年度実績で 82.24％と大きく増加しています。 

 

○ 水の環境の達成目標について 

令和３年度に測定した地点のうち、大船渡湾湾奥のＣＯＤ及び大船渡湾湾央の全窒素が環境

基準を超過していますが、それ以外の地点では環境基準を達成しています。 

汚水処理人口普及率は 75.8％と目標に達していませんので、目標達成に努めていきます。 

 

○ 身近な生活環境の達成目標について 

環境騒音は、測定した全ての地点で環境基準を達成しています。 

  空間放射線量の調査及び農林水産物などの放射線物質濃度の検査については、継続して測定

や検査を実施しており、目標を達成しています。 

 

○ 自然生態系の達成目標について 

  間伐実施面積は累計で 488.62ha となっており、目標を達成しています。 

  

○ 景観資源、身近な緑の達成目標について  

市街地の緑化水準は 11.8％と目標に達していませんので、目標達成に努めていきます。 

 

○ 廃棄物の達成目標について 

  1人1日あたりごみ排出量は651gと目標に達していませんので、目標達成に努めていきます。 

   

○ 地球温暖化対策実行計画の達成目標について 

市の行政事務活動における温室効果ガス排出量の令和３年度の総排出量は 6,486.57t であり、

平成 25 年度比で 24.5％減となっています。 

  市域における二酸化炭素排出量は、令和元年度実績で 285 千 tであり、平成２年度比で 27.1％

削減となっており、目標を達成しています。 

 

○ 環境教育・環境学習の達成目標について 

  青少年の環境保全実践活動等参加団体数は４団体となっており、目標に達していませんので、

目標達成に努めていきます。 

 

○ 環境保全活動・環境配慮について 

  環境に配慮した行動を実践している人の割合は84.6％となっており、目標を達成しています。 


